
令和４年度要求の主な経費の内訳

令和４年度概算要求の概要
（労働保険特別会計労災勘定）

令和３年度予算額との比較

区 分
令和３年度
予算額
（①）

令和４年度
概算要求額
（②）

対前年度比
増△減額
（②－①）

歳 入 １１，６８７ １１，７８９ １０２

歳 出（※） １０，９２６ １０，９４０ １４

※未払賃金立替払
事業除く

１０，７０４ １０，７１９ １５

（単位：億円）

（ 歳 入 ）
○ 徴収勘定より受入 8,615（8,508）億円

・有期事業の建設投資の見通しの増（仮置き）
（R2→R3:98.3%、R3→R4:100%（仮置き））（＋105億円）

○ 一般会計より受入 0.1（0.1）億円

○ 運用収入 1,012（1,057）億円

・令和４年度に約定期限を迎える預託金について、再預託に係る

預託利率の減（更新前:12年8か月1.6％→更新後:19年0.4％等）

○ 次年度へ繰越（支払備金等） 1,939（1,913）億円

・短期給付実績の増による支払備金の増（＋29億円）

・長期給付実績の減による支払備金の減（▲4億円）
・未経過保険料の収納実績の増加を踏まえた増（＋２億円）

○ 雑収入等 222（210）億円

・委託費、補助金の返納金実績反映による増（＋6億円）

・（独）福祉医療機構出資回収金の増（＋6億円）

（ 歳 出 ）
○ 保険給付費・特別支給金 8,783（8,738）億円

・療養補償給付、休業補償給付等の短期給付の支給実績の増（＋183億円）

・遺族補償給付等の長期給付の支給実績の減（▲131億円）

・二次健康診断等給付及び特別遺族給付金の支給実績の減（▲７億円）

○ 社会復帰促進等事業費 941（981）億円

（未払賃金立替払事業除く 721（759）億円

・働き方改革推進支援センターの見直し等による仕事生活調和推進費の減（▲11億円）

・その他委託事業等の見直しによる各種事業経費の減（▲28億円）

○ 事務費（業務取扱費・施設整備費・徴収勘定への繰入） 764（751）億円

・労災勘定の定員要求を踏まえた人件費の増（＋５億円）

・労災勘定の定員に係る退職手当の増（＋3億円）

・国共済の短時間労働者への適用範囲拡大に伴う負担金の増（＋４億円）

・法令改正等に伴う労働基準行政システムの改修等各種システム経費の増（＋９億円）

・徴収勘定における事務費の減に伴う徴収勘定への繰入の減（▲7億円）

○ その他（船員保険関係・徴収勘定への繰入・予備費） 451（457）億円

・保険料返還金の増に伴う徴収勘定への繰入の増（＋1億円）

・船員保険関係経費の実績反映に伴う減（▲7億円）

資料１



社会復帰促進等事業費 ９４１(９８１)【▲３９億円】

（未払賃金立替払事業除く ７２１(７５９)【▲３８億円】)

令和４年度要求における社会復帰促進等事業の概要

＜主な事業＞ 令和４年度 令和３年度 対前年度比

◯未払賃金立替払事業 ２２０．８ （２２１．９） ▲１．１億円

◯医療従事者の勤務環境改善事業 ８．９ （７．６） ＋１．３億円

◯義肢等補装具支給経費 ３４．３ （３１．４） ＋２．８億円

◯技能講習修了証明書発行等一元管理事業 ２．５ （１．２） ＋１．３億円

◯第三次産業の労働災害防止対策事業 １．８ （０．５） ＋１．３億円

◯高度安全機械等導入支援補助金事業（新規） ４．０ （０） ＋４．０億円

◯中小企業のフィットテスト実施のための整備事業（新規） １．２ （０） ＋１．２億円

◯働き方改革推進支援センター経費 ２１．２ （３３．４） ▲１１．４億円

◯産業保健活動総合支援事業 ４５．７ （４８．７） ▲２．９億円

◯既存不適合機械等更新支援補助金 ０ （４．２） ▲４．２億円

◯有害物ばく露防止対策補助金 ０ （１．７） ▲１．７億円


